
論 説

訪日観光客数の決定要因 :
グラビティ･モデルを用いた

誘致政策の評価1) 

中 揮 栄 一

- 要 旨

本論文は,ビジット･ジャパン･キャンペーン (VJC)が訪日観光

客数に及ぼした効果を評価するため,グラビティ･モデルを用いて

訪日観光者数の決定要因を分析 し,以下のような主要な賠論を得た. 

(1)｢自国市場効果｣や ｢国境効果｣の存在を前提 としたグラビティ･

モデルを用いることによって,日本-のインバウンドの観光客数の

決定要因を適切に分析することができる. (2)VJCの対象市場 と非

対象市場に対する VJCの効果は大きく異なる. (3)推定期間を分割

した分析によると,vJCの実施後は重点市場 ･非重点市場 ともにマ

クロ経済変数の説明力が高まり.日本-の旅行者がより敏感に経済

的要因に対して反応するようになった. ()同じ時期の石油価格の4

高騰によって.訪日観光客増加に対する VJCの効果が弱められた.

キーワード:ビジット･ジャパン･キャンペーン,観光政策,インバウンド,

サービス貿易,グラビティ･モデル 

1.はじめに

平成15 (003 月の第16年 2 年)1 5回国会施政方針演説において,当時の小泉

首相が2010年までに訪日外国人旅行者数を倍増させることを目標とする旨の

発言をしたことを契機として2),2003年 4月 1日より ｢ビジット ジャパン･
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キャンペーン (以下,VJC)が開始されるなど.我が国における観光振興へ

の取 り組みが高まっている3).最近では,2006年12月13日に ｢観光立国推進

基本法｣が成立し4㌧ 翌2007年 の 1月 1日より施行,さらには2008年10月 1

日より国土交通省の外局として ｢観光庁｣が設置された.図 1は,1996年

からの訪日旅行者数の推移を示しているが,VJCの実施以降,訪日詫行者数

および観光客数は着実な増加傾向を示している5).また対前年増加率を見て

ち (図 2),2003年前半こそ重症急性呼吸器症候群 (SARS)･の流行と重なっ

たため一時的な急落を見せたものの,2004年前半にはそこからの回復幅をさ

らに上回るほど増加率は上昇した. その後2007年までは,20%前後の安定

した増加率を見せ,2008年に入ると世界的な景気の落ち込みと石油価格高騰

による国際輸送費の上昇により,訪日族行者数と観光客数はともに大きく落

ち込んだ. 

Eg]1 訪 日旅行者数の推移 (1996年 1月～ 2008年 12月)
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資料 :E]本政府観光局 UNTO)F訪日外客統計J.
注 : 2008年 1月以降の値は暫定値 ｢vJC重点市場｣は.韓【乳 台風 中国.香港,タイ,シン

ガポール,米軋 カナダ.英国, ドイツ,フランス.オース トラリアの 12カ国 ･地域からの訪 日

観光客数の合計.
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E)2 訪 日旅行者数の対前年同期増加率 (3か月移動平均)
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資料 :El本政騎観光局 UNTO)『訪日外客統計』.1996年の値は.日本旅行業協会 『保存版 族rr

統計｣.

注 : 2008年 1月以降の値は暫定値を計算に使軋 ｢VJC重点市場｣は,献 乳 台帝.中国,香港,

タイ,シンガポール.料乳 カナダ.英国. ドイツ.フランス.オース トラリアの 12カ国 .地域

からの訪日観光客教の合計.


本論文の第 1の目的は,近年の訪日観光客の増加傾向に対してVJCに代表

される政府主導の誘致政策が果たした役割を経済学的に検討することにある.

さらに,石油価格の高騰のような外的環境の変化が政策の効果に対してどの

ような影響を及ぼしたのかについても検討する.そのため,国際貿易の決定

要因を分析する際に高い説明力をもつグラビティ･モデル (gravitymodel)

を用いて,訪日観光客数の決定要因を解明する.

グラビティ･モデルは,ニュー トンの重力 (gaiyrvt)または万有引力 

(uieslrvtto)の法則をあらわす方程式を 6,国際貿易の実証分析nvragaiain '

に応用する方法である.近年では二国間のツーリズムの分析にグラビティ･

モデルを応用した先行研究も蓄積されており,旅行者数の決定要剛 こ関する

先行研究の中でも,グラビティ･モデルに基づ く分析は,特に説明力が高い
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ことが分かっている.
)B)の存在も,旅行サービスの貿易に妥当する現象である.すなわち,ff teec

ここで.i国とj国との問の貿易フローをFXu,同一の通貨で表示した掴 仮に他の条件が等しい場合であっても.観光客が外国への旅行よりも自国へ

mil GDP)をそれぞれYna(no ;とY,iと)個 の名目国内総生産 国と)個 の経 の旅行を選好するようなケースは,国境効果の存在によって説明できる･ま

済的な中心地問の距離をD ,, 貿易を促進または阻害する効果を持つ ｢その た自国市場効果の考え方に基づくと,サービスを需要する側の国の経済規模

他の要因｣41の関数をf(, とあらわすと,一般的に用いられ だけでなく供給する側の国の経済親授が観光サービスの国際貿易に大きく影- A)),誤差項をSり

ているグラビティ･モデルは, 響するような場合は,差別化された商品としての特徴をもつ観光サービスに

px,,=α｡ 刺(Y),( aD),,(2aY), 'f( ).4U6, (1) 対する国内需要が大きいこと,つまり.いわゆる ｢観光資源｣の市場が国内, 

という形をとる.ただし,a.は,回帰分析から求められる定数パラメータ

である.旅行者数を説明した先行研究で ｢その他の要因｣として取り入れら

れている説明変数は,経済的要因としては,当該財 ･サービスの価格,為替

レー ト,代替財や補完財の価格など,政治的 ･制度的要因としては,開放度,

二国間の地域経済協定,査証免除措置など,文化的要因としては,共通言語 

で十分に発達していることが,観光サービスの輪出に影響すると解釈するこ

ともできる.

本稿の主要な貢献としては,以下のような点が挙げられる･ (1)多数の国

から一国へ流入するインバウンドの旅行客数をグラビティ･モデルによって

説明する数少ない試みの一つであることg),(2)多くの研究で用いられてい

(特に英語)の使用,共通する宗教,気候条件などが挙げられる. る横断面 tecS
｡｡r
( i )データや年次プール ･データにとどまらず,四半ss on

国際貿易の分析におけるグラビティ･モデルの理論的な背景については, 期のプール ･データを用いて,経済構造の変化や季節による変動の影響にも

B dtergsran )の第 5章などが詳

細なサーベイを行っており,また同モデルのサービス貿易への応用に関して 用いられている説明変数に加えて,石油価格や旅行者の母国の空港アクセス

( ,Harrigan)5891 (2002),Fee a(2004tnsr 配慮したこと,(3)経済的な要因としては,GDPや相対物価など伝統的に

は,Kimuaanr 4dLee(200)が詳しい議論を行っている.これらの文献では. など輸送コストに影響する変数を明示的に扱ったこと,()文化的な要因と

伝統的なリカード･モデルやへクシヤー -オリーン･モデルによって説明さ しては,先行研究で用いられている宗教要因の代わりに･日本特有の説明変

6

れる比較生産費に基づいて生じる国際貿易だけでなく,規模の経済や製品差

別化に基づく産業内貿易によっても.グラビティ･モデルを理論的に説明で

きることが明らかにされている.

外国人旅行者の日本への流人を,外国人による日本の旅行関連サービスの

輸入と捉えるならば,旅行サービスの貿易は複数の国が相互に輸出入を同時

に行う差別化された商品の産業内貿易と捉えることができる.その場合,檎

入需要関数モデルや要素比率モデルのように,財の需要側と供給側のうち,

CJ5数として漢字文化圏ダミーを導入したこと,()V や査証免除措置などの

政策の効果や.アジア通貨危機,米国同時多発テロ,オリンピック,万国博

覧会,SARSなどの外生的な出来事の影響も考慮したこと,(6)回帰分析の

結果に基づき,政府の誘致政策が採られなかった場合や,石油価格が高騰し

なかった場合という仮想的なシナリオを仮定した場合の訪日観光客の推計を

試みたこと.

以下,第 2節では,本論文の回帰分析で用いる基本的なモデルと使用デー

CJいずれか一方の要因のみに焦点を絞った実証モデルよりも,グラビティ･モ タを説明する.第 3節では,まずV の効果を示すダミー変数をモデルに導

デルを回帰分析に用いる方が適切であろう.さらに,グラビティ･モデルと 22入し,3の旅行者の母国 ･地域の1年間に亘る四半期データを用いて,誘敦

政策の効果を考察する.続いて,データを重点市場の対象国 ･地域と非対象密掛 こ関連する国境効果 reff 7))tecb dore( や自国市場効果 ktreho( mema
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国に分割し,VJCの政策導入前後を比較することによって,説明変数に対す

る旅行者数の感応度 (弾力仕)の変化をも考慮に入れた分析を行う.第4章

では政策の評価を行うため,回帰分析の推定結果を用いて,いくつかの仮想

的なシナリオに基づく推計を試みる.第 5節では,本論文の結論と貢献を総

括し,政策的な碇言を行うことで本論文を締めくくる. 

2.基本モデルと統計データ

本論文では,被説明変数として,32の国 ･地域 (韓国,台湾,中国,香港,

フィリピン,タイ,シンガポール,マレーシア,インドネシア,インド,イ

スラエル,英乳 ドイツ,フランス,ロシア,イタリア,オランダ,スペイ

ン,スイス,スウェーデン,ベルギー,アイルランド,フィンランド,デン

マーク,オーストリア,ノルウェー,アメリカ,カナダ,メキシコ,ブラジ

ル,オーストラリア,ニュージーランド)から日本を訪問した観光客数の四

半期データを採用し,説明変数としては多 くの先行研究で一般的に用いられ

ているものに加えて,我が国への旅行者に影響を与えると考えられるものの

中から,特に誘致政策との関連が高いと考えられるものを選んだ.

グラビティ･モデルによる計量分析に最低限必要な説明変数は.輸入国と

輸出国との双方の経済規模をあらわす名目GDPと,両国の距離をあらわす

cosss i変数との.横断面 (r ecton)またはプール ･データである.本稿では

これらの変数に加えて,多くの先行研究で採用されている軽済変数および非

経済変数.さらに32ヶ国 ･地域の旅行者の母国に関する1996年 1月～ 2008

年 3月の約12年間に及ぶ四半期のプール ･データを用いるため,季節変動を

コントロールするための四半期ダミー (02,0,および04),説明変数の自然

増加 (減少)傾向をコントロールするためのタイムやトレンド (TREND)を

導入した.基本モデルを数式であらわすと, 

tnT uIT,a+allG P+a lGDP, a lDITNC JO RSJ- . nD,, 2n J+ 3n SA E,
 

+AlE IJ, 2nP,,P) ,nP,P)
n R .+P 1( /,,+P1(w/,,

l(1PIE/,, lLNDCO I )+P.n0LRC,P)+P,nA STL (2
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+61ENGLJSH,+62RANJJ.+6,CHINA. 

+6.J _u+6uC Nu+6NOVSinVC T, , _ , 6 IAl

4 〟 

'TTE , Js+∑ T EVN I.RND I∑TQ, n.. E Tr 'C.. 
s=2 n=l

となるが,7Y)URLSTI..は,t期に旅行者の母国 (i)から日本 (I)を訪問し

た観光客数であり,日本政府観光局 (NO 『JT)の 訪日外客統計』の国別 ･

目的別 ･月次データを四半期に集計したものを用いた.分析の期間について

は,国別の訪日観光客数の月次データと各国のマクロ経済データの双方が入

手可能な 1996年第 Ⅰ四半期～ 2008年第 1四半期とした.ただし,中国に関

しては,1999年以降しか国民経済計算の四半期データを人手できなかった

ため,1999年第 Ⅰ四半期-2008年第 Ⅰ四半期のデータのみを用いた. 

GD のデータについては,国際通貨基金 I )のItrainliacaP (MF nentoaFnniE 

sttsis(F)による各国および日本の自国通貨建て名目G Paitc IS D のデータを,

各国通貨の米 ドルに対する期中平均名目為替レー トで割って米ドル表示に換

算したものを用いた10).ただし,台湾のデータは中華民国行政院主計処の 

Na･nlttsis 1)ttoaSaitcのウェブサイトから入手した1 .

距離 (DISTANCE)のデータについては,グラビティ･モデルを用いた多

くの先行研究では両国の首都間の大圏コースの距離を用いているが,日本へ

の旅行者のほとんどは空路を用いると考えられるため,実際に旅行者が体感

する距離に近いと考えられるデータとして,日本航空または全日空の直行便

が飛んでいる国に対しては.両者のマイレージ･チャートを用いて東京と最

も近い各国の都市との間の最短マイルをキロメートルに換算したものを用い

た.直行便がない場合は,現時点で世界最大の航空連合であるSTAR 

ALLIANCEのウェブサイトで提供されているマイレージ計算ソフトを用い

で 2),各国の主要都市から東京行きの乗り継ぎ便のマイル合計のうち最短の

ものを用いた.

さて,旅行者数の決定要因を計量経済学的に分析 した先行研究は数多い

が 3),Bull(1995)は,観光需要に影響を及ぼす経済的要因を以下の 3つの
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グループに分類している 係数に期待される符号条件は負である.一方,( ,)に対する係数は,日

本の旅行サービスへの需要の代替財価格に対する交差弾力性と考えられるた

A･出発地域の掛 斉変数 (個人の可処分所得水準,所得分配,休暇権札 め,符号条件は正である.また,旅行者の母Btの通貨に対して円安 (自国通

通貨の価値 観光支出に対する課税政策およびコントロール); 貨の増価)が進むと, 日本が提供する旅行サービスが割安になるため, 

P/Pw

･観光目的地の経済変数 

産物の賢 観光客に対する経済的規制) 

B (一般物価水準,供給競争の度合い,旅行生 ERIJ.の上昇は日本への旅行客数を増加させると予想される･これらのデー

タはISおよび中華民国の 

(出発地と観光日的地の相対的物凧 出発地において観光
図 3 原油の世界価格の推移 (1バレルあたり米ドル､四半期データ) 

F より入手した.icsitsSttai lonaN ta

連携変数 

日的地が行うプロモーション活軌 為替レー ト,旅行の時間コス ト).

C.

また,S dS r(199)の第 3章では,単一方程式による観光

への需要の推定に関するサーベイを行っており,そこでは,発地 iから目的

也 )-までの観光需要を説明する代表的な観光需要関数の説明変数として,発

地 iの所得,目的地 jおよび競争的目的地kと比較した相対価格,iと)'とk

との関係における為替レー ト,tとjとkとの間の輸送コス t,スポーツ･

イベントや政治的動乱のような特別な出来事を考慮したダミー変数,が挙げ

られている.貿易を促進または阻害する効果を持つ ｢その他の要因｣((1)

式のAり)に関する変数を選択する際には,これらの先行研究を参考にした.

まずマクロ経済変数として,円で表示した各国通貨の名目為替レー ト指数 

7lebtaan
i lincar


RI･･旅行者の母国に対する日本の相対物価J)E( ( ,.さらに.日本の提

供する旅行サービスの代替財になると考えられる ｢その他世界｣の財 ･サー

)P/IP ECIR10/

′＼ノ 

-

I

62241l臥) 0Ⅰ0000000 PL

資料 :MF iD btcs aaaseistSttailnancal-F
i lona
It tnerna,

ビスの旅行者の母国に対する相対物価 VP.)を説明変数として導入し,1(

旅行客数に対する価格的要因の効果を,為替要乳 日本の物価要因,第 3国 TnSまた,輸送コストに影響するDI

の物価変化による代替効果とに分けて分析を行った.物価のデータとしては, 内の空港アクセスをあらわす 2つの変数を組み入れた.石油価格については, 

NCE以外の指標として,石油価格と国

各国の消費者物価指数 )を計算に用いた.その理由は,観光客は海外IPC( SF1 から入手した原油の ドル建て世界価格 CIRL(OIP E)の四半期データを

族行サービスを他の消費財 ･サービスと代替的な消費対象として捉えると考 旅行者の母国の消費者物価指数でデフレートした相対価格を用いた.この変

J

の国 ･地域の物価荷敷を

各国の GDPをウェイトとして加重平均して計算している.日本の物価が相 らせる要因となったと指摘されていることを考慮したためである.実際,

図 3で示したように,回帰分析を行った期間のうちVC実施後の時期は.世

えられるからである.ただし,pwは対象となる 32 数を導入した理由は,特に近年の石油価格の高騰が長距離の旅行を思い留ま

P)./JP対的に高くなると日本への族行は割高になると考えられるので,( の
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界の石油価格が大幅に上昇した時期と重なっている.さらに,LANDCOST

は,各母国の国土面積を国内の空港数で割ったものであり,各国内の空港

までのアクセスの困難さをあらわしている,空港数のデータはCI 1Aの77e
 

Woll act kの1996 8
･dF boo 年版と200年版の値を平均したものを用いた.観光客

は,空港までのアクセスが困難なほど,日本のように空路を用いる必要があ

る旅行先よりも陸路や海路で行ける国-の旅行を選好すると考えられる.し

たがって,これらの輸送コストをあらわす変数に期待される符号条件は負で

ある.なお,先行研究では内陸国や島換国のダミー変数を説明変数に含めて

いるものも多いが,島国であり外国人にとって空路によるアクセスを前碇と

する日本の特殊事情を鑑み,これらのダミー変数は用いなかった.

文化的な要因をあらわす指標としては,サービス貿易を扱っている多くの

先行研究で通常用いられている英語文化圏ダミー (E LS 4NGIH )1)に加えて,


湊字文化圏の国に対するダミー変数 ( )5
岬 1)を使用した.なお,最近の

いくつかの先行研究で用いられている宗教的要因は,日本に訪れる観光客に

は関連性が弱いと考えられるため,説明変数には含まなかった.

政治的 ･制度的要因としては,第一にVJCの実施に対応する期間 (2003年

第ⅠⅠ四半期以降)に1の値をとるダミー変数を導入した.ただし,実証分析

に用いた32カ国 ･地域のすべてに対してVJCのダミー変数を導入して回帰分

析を試みたところ,ほとんどの推定結果においてダミー変数に対して統計的

に有意な負の係数が得られてしまった.その理由としては,VJCが重点市場

として12カ国 ･地域 (韓国,台湾,中国,香港,タイ,シンガポール,米国.

カナダ,英臥 フランス. ドイツ,オーストラリア)を指定し,旅行会社と

の連携やメディア ･消費者-の働きを通じて,認知度向上事業や情報発信を

行ってきたため,このような重点市場と,それ以外の非重点市場に対して 

VJCの実施が異なった効果を及ぼした可能性が考えられる.そこで,ターゲ

ットとなる12カ国 ･地域に対して2003年第ⅠⅠ四半期以降に 1をとるダミー変

敬(TIC_T)と,それ以外の20カ国 (フィリピン,マレーシア.インドネシア,

インド,イスラエル.ロシア,イタリア,オランダ,スペイン,スイス,ス
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ゥェ-デン.ベルギー,アイルランド,フィンランド,デンマーク.オース

トT)ア,ノルウェー,メキシコ,ブラジル,ニュージーランド)に対して当

該期間に1の値をとるダミー変数 (I- 種類を回帰モデルに追加しTCN)の 2


た.TIC_Tに対する係数の符号は正となることが期待されるが･T7C-Nに対


する符号は,必ずしも事前に確定できない･即ち･重点市場に対するキャン


ペーンの正の波及効果が非重点市場にも及ぶ場合は正の効果をもつが,それ


まで非対象国からの旅行者の誘致にも用いられていた資金や人的資源がVJC

の開始後は対象市場に移動してしまったとすれば,非重点市場に対する負の

効果が表れることも考え得る. 

vJC以外の政策的要因としては,査証免除措置に関するダミー変数 

(NTS)を導入した･これには,外務省と法務省のウェブサイトを参考に,OqA

韓国と台湾については2005年第ⅠⅠ四半期以降･香港については2004年第11四

半期以降,オーストラリアについては1999年第 Ⅰ四半期･シンガポール,イ

スラエル,EU加盟各国,スイス.アメリカ･カナダ,メキシコ,ニュージ

ーランドについては全期間に,それぞれ 1の値をとるダミー変数を用いた･

さらに中国に関しては,これまで海外旅行を規制してきたという特殊事情が

ぁるため,プール･データを用いた基本モデルにはCHINAダミーを導入した･

なお,多くの先行研究で用いられている地域経済協定に関しては,日本の場

合はまだ限定的にしか進展していないため･今回の推計からは除いた･

日本-の観光客数を増減させる効果があると考えられる外生的なショック

をコントロールするためのダミー変数 (T T)には. ()199:IIEqN " i 7Ⅰ ～ 

1998:IVに1の値 をとるアジア通貨 ･金融危横 ダミー (CRISIS), (ii) 

1998:Iに長野冬季オ.)ンピック .ダミー (NAGANO),(iii)2001‥IVに米

国同時多発テロ事件直後の厳戒態勢をあらわすダミー (D911), (iv)その

後の 2002:I以降に空港等のセキュ1)ティ強化 ダミー (SECURnY)I (V) 

2002ⅠⅠに E韓共催 FF (IA) v 3I: ] IAワールド･カップ ･ダミー FF ･(i)200:

に重症急性呼吸器症候群 (SARS)の流行期間に対応するダミー (SARS)I(vii) 

2005:ⅠⅠ-ⅠIIに愛知万博ダミー (AICHI),の 7つを採用した.このうち･(ii)･
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(Ⅴ), (vii)については,イベント-の参加者 ･観客や関係者の訪問によって.

旅行客数を増加させる効果が期待される.逆に (i)は,アジアからの潜在

的旅行者の所得減少等によって.また (iii),(iv), (vi)については事件 .

病気などに対する恐れや出入国審査 ･検査の煩環化によって,それぞれ観光

客数を減少させる効果をもつと予想される.

分析にあたっては,四半期の国別プール.データを用いた回帰モデル (｢プ

ーリング･モデル 1｣)の他に,各国や凶のグループに関して期間を通じて

同じ値をとる説明変数 (DISTANCE,LANDCOST.ENGLISH,RnNP,C肌 )

の代わりに国別の固定効果 (ie ffc)と変量効果 (adm eetfxdeet rno ffc)を

採用したパネル分析も行い,これと比較するためにプール ･データに対して

同等の説明変数を採る ｢プーリング･モデル 2｣も推定した.ただし,｢プ

ーリング･モデル 2｣には,明らかに不均一分散の問題が生ずるため,日本

との距艶をコントロールする DISTANCEの説明変数を含めた.なお,｢プー

リング ･モデル 2｣,｢固定効果モデル｣,｢変量効果モデル｣の 3つのモデ

ル問の選択のために,｢固定効果モデルよりもプーリング回帰モデルが正し

い｣(｢すべての誤差項がゼロである｣)という帰無仮説に関する F検定,｢変

量効果モデルよりもプーリング回帰モデルが正しい｣という帰無仮説に関す

る∫2検定を行うBreuschandPagan検定 (B&Ptest),｢固定効果モデルよ

りも変量効果モデルが正しい｣という帰無仮説に関するx検定を行う Hu_2 as

man検定 (Hausmantest)の.3種類の検定を行い,それぞれ 5%有意水準

によって 3つのモデルの間の序列を判断した. 

3.回帰分析の結果と解釈

分析の手順としては,まずVJCの実施の前後を含む約12年間の四半期デー

タを用いて,訪日観光客数の決定要因を検討し,誘致政策の効果を議論する.

次に,国 ･地域を重点市場の対象国 ･地域と非対象国とに分け,さらに分析

期間をVJC導入前後に分割して,説明変数に対する旅行者数の感応度 (弾力

性)の変化をも考慮に入れた分析を行う.
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表 1 全期間の32の国･地域のデータを用いた回帰分析 (1996ニト2008:り 
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プーリ/グ･モデル1 プーリング･モデル2 舵 軸1モデル 先王勅未モデル 

, ･1 H 3 1) 0日 1 0 4++ 耳4) 2 ● 【GDP. 048 (j9 045 (97) 0874 ( 2 066●● 858] 
GDP,. 077●

t

(I87) 仰 2 ( 8 035 ( ) 3 ● 2668● - 1 + 15) 8' 155 068++ 【 ]
 

I , )86'' ()0) 154+ (3
DJSANCEi J,6 ' -77 - 0'' 1102)
 

EiU J,, 0)42●● (lOJ) 10･077 (J 91) 0468'+● (379102)8●● 【2.26]
 
p,./p,, -5570●● (-)92) -539L (-)19) -3225 (-216) 13329●● [1218)


p〟･ p.. ･7+ (8) 9 IJ 384++
●●

( 5 367暮 221
,l 566' 17 492 rO) 2 + 241 3' 1 8

olLJ ,/ 1 3L 02) 2 00) 003 - 4 3 OOIPUCE P. 00 ( 0 001 ( 5 - 0 (OD) 000 L 4

LANLX:O 0OO5 P32) 
ENGLJI. 9'' (59)SJ

ST J

120' 2 5


KA , ' 2 7
NJJ 2日8'' (52J 

CHlNA. -2674++' (128.00) 

j 044' ( 0 ++ 16) . 1 022 006 03]
 

V:C N, カ･2' -･9 - 9++ (37) 0日4+ - 1 Dl3 26]
 
V:C T打 0●' 45) 0666+ (_3 001 ( ) 1 [ 1

J _ . 39●●(36) 042' - 9 1 '4 (25) l 2+++ ト 5


IAL, 069●● -45) - 5++ ()44 012●●28) 9● l7]023' - ) 5 ● ( 3 005● l6NOt'S I 1-9 ' () 1

SS, 5'+ 341 028' ( 2 0241●● ( 6 02 ● L 8

NAGANO. 0025 (020) 0036 00_19) 0023 (03B) 0030 LO47] 

D9JJ, 005 - 1 DD7 (03) 004 -0) 〃02 -0] 

CJUL 027' (･･) g++ 25) ● 63) 40●● 611 

0 1 2 - 7 (18 7 [12


SE IY l O rI26 -8.8 (06) 00 (19 - 7+ [LB

1.8 (06) 

CURT. D1B - ) 06 1 J - 7 -7) 009■ -T] 

FIF 023' 21) 025+ 13J 0261'+ 4t) 61H 411
A, ･6+ (･7 7 ( ) +
●●7

( 8 02 + l 0

SARS, J)235■● (-)95) 1028 ()8 - (●● (341 029● - 02' -3) 02沖● - 7 -.0●● L34】
 

JuC〟J - 3 ( 4 1 ( 44 - 4 (1日) A 4 [L5
, 002 A4) J ) 806 - )05 -O】 

QI, 020+● 12ノ 04.
6400

●● 28) 8●● 74) 9 l･B3● ( 1 02 (.3 OIB● ( 7 01 + 74l 

016 ( 5 o17'' ZJ) 5 ' 655 013+●
H3

t 98 37) 0● r 4 017●● ( ) 6 ● 66] 

Q3, 017●● (36) 017 ' 24J 5 ● 59) 60●●【 5
Q2, 

5■
●■●

4 3●● ( 6 O10●● ( 4 01 ● 621 

JL>I' -_ 5 - 5 - 06 ) 0003･' ･ C01 (09)
 
官長 9● ) 1 ]
716● (200) 

0015 (1 [) -D〔伽 (-077 - [-D40]

1220344 rZZSJ 10890 1049 0855 -O･46_ ( [

牡測店.救 154$ )541 1548
 

自由色補正決定傭鼓 0.$6$ 0703 0575
 

J4.IC. 27053 39572 6374
 

.. 28443 4074.g 7497
且IC

決定保鼓f t叫 0589wih


決定煉Rtt ) 0,150
h
 
決定権鼓( T ) 0170


プーリンr
o

対
v

固
a

定効果
u

成定効果
 

Au zi αF5. - 3 +
l- E計士 6B) 4+
 

プーリング対史士効果 E3FW
 
8&Pt :2 -tx免計士 207230 ●●●

史書効果対
e

固
s

定効果 呈上飴玉 

Ham CH2 -L tS 免計壬 -309


注:トレンドとダミー変数以外の説明変数および被説明変数はいずれも自然対数.日 内の億は卜

統計量.斜字体の｢ノ内の値は不均一分散に対して東棟な標準偏差に基づくト統計量･[]内の
値は標準正規分布に従うZ一統計量."…'.叫1,"●竹は,それぞれ片価 1%.5%.10%の有意水
準で帰無仮説が棄却されることをあらわす.下線は5%の有意水準で判断した場合に.それぞれの
テストにおいて選択されるモデルをあらわす. 
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311 全期間の32の国 ･地域データを用いたVJCの評価

ここでは.表 1の ｢プーリング･モデル1｣ (1.1)と,3つの検定の結果選

ばれた ｢変量効果モデル｣(.)の結果を中心に,訪日観光客数の決定要因14


となるそれぞれの説明変数の効果について解釈を進め,しかる後にVJCの効


果について評価を行うことにする.


まず母国のGDPに対する係数はいずれのモデルにおいても片側 1%の有


意水準で統計学的に有意な正の説明力を見せてお り,受入国の日本のGDP


ち, (11 14
･)と (.)のどちらにおいても5%以内の有意水準で統計的に有意

な正の符号を示している,弾力性の大きさは日本のGDPに対しての方が大

きい･グラビティ･モデルを用いてサービス貿易を分析した代表的な研究で

あるKimuraandLee(2006)では,サービスの輸出国側のGDPの方が輸入

国側のGDPよりもサービス貿易に及ぼす効果が大きいという結果を示して

いるが,日本への旅行客を日本が供給する旅行サービスの輸入者と捉えると,

ここでの分析結果は同研究の結論と整合的である.このことはまた,第 1節

で拍摘した ｢自国市場効果｣が旅行サービスの分野でも働いていることを示

唆しているとも解釈できる.日本との距離に対する係数は,プール ･データ

を用いた 2つのモデルで,期待される符号条件どおり負の有意な説明力を示

している.

名目為替レー ト拍数に関しては,｢プーリング･モデル 1｣と ｢変量効果

モデル｣の両方にか ､ /水準で予想通りの統計的に有意な正の符号を示て 50.


している･また.(pJ/p)と (pw/pf)とに対する係数も,いずれのモデルで

も有意で符号条件に合致している.他方,石油価格に関してはいずれのモデ

ルにおいても係数は統計的に有意でなく,国内の空港アクセスをあらわす 

LANDCOSTも有意な説明力をもたない.

｢プーリング ･モデル 1｣に採用した,英語を母国語とする国と漢字文化

圏に関するダミー変数については,いずれも 1%水準で有意な正の係数を見

せている･ただし,中国に関するダミー変数に対する係数は漢字圏ダミーの

正の影響を上回る大きさの有意な負の係数を見せており,近年まで海外旅行
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を規制してきた中国の特殊性が窺われる.これらの結果は,｢国境効果｣の

存在を肯定している. 

7つのETjENTダミーについてはCRISISとFIEAの 2つは有意な正の係数を

もち,SARSと ｢変量効果モデル｣のSECURITYの 2つが訪日観光客数に対

して予想通りに有意な負の影響を示している.このうち,アジア通貨 ･金融

危機の時期に該当するCRISISについては,符号条件についての当初の予想

は負であったが,回帰分析では有意な正の符号を得た.このことに対して考

えられる理由としては,アジア外からの観光客が通貨危機の影響下にある他

のアジアの国を避けて.被害の小さかった日本を訪問先として選んだという

ことが背景にあるのかもしれない.

さて,ここで本論文の主要課題である誘致政策の効果を検討する.プール･

データを用いたモデルにおいては,重点市場対象国 ･地域に対する VJC実

施後のダミー変数 (TCTI_)が訪日観光客数に対して 1%水準で有意な正の

影響を示しているのに対して.非重点市場対象国 ･地域に対するダミー変数 

(TCN)は 1%水準で有意な負の符号をもち.係数の絶対値は tCI_ ll の方

が大きい.一方,｢固定効果モデル｣と ｢変量効果モデル｣では,tlC_Nの

みが有意な係数を示し,符号は負である.これは,パネル分析によって国別

の差異が吸収されてしまうことが原因であると推察されるが,いずれの結果

からも VJCが重点市場からの観光客数の増加に一定の効果をもった一方で,

重点市場に誘致事業の対象を絞ったことによって,非対象市場からの訪日観

光客数に対しては,他の説明変数から予想される水準から観光客数を引き下

げる効果があったことが読み取れる.ただし.ここでのモデルは切片ダミー

による関数のシフトのみを捕捉しているため,政策変化によって説明変数に

対する弾力性の変化が起こった可能性は考慮に入れていない.この間選に関

しては,以下の節で再検討を行う. 

VJCとは別のもう一つの政策的要因である査証免除措置については,いず

れのモデルでも予想に反した有意な正の係数を示している.この点に関して

は,アメリカのインバウンド旅行者の決定要因を本稿と同株にグラビティ･

･ゝ
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表2 VJC重点市場のデ ータを用 いた回帰分析 

:- 43

モデルを用いて分析したVizte e(2008)でも,プール ･データを用いたすべ

てのモデルで査証免除措置は旅行者数との問に｢驚くべき｣( h g

有意な負の相関を見せていた.その理由として,同論文では対象国 ･地域に

")inisonts-a

該当する宗教･言語･国境などの ｢他の外生変数のインパクトの方が大きい｣

こと,アメリカとの査証免除プログラムに参加している国々の多く (リヒテ

ンシュタイン,ルクセンブルグ,アンドラ,オーストリア,シンガポールな

ど)は小国であり海外旅行者の数自体が少ないこと.などを挙げている.し

かしこれらの説明は日本の査証免除措置の対象国 ･地域には必ずしも当ては

まらない.現在の日本が相互査証免除の対象としている国はいずれも経済艶
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と整合的な行動をとっていなかった日本への潜在的な観光客が,VJCの実施 表3 VJC非重点市場のデータを用いた回帰分析 
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表 3 (つづき) ンパクトの方が大きい｣ことや,小国が多く海外旅行者の数自体が少ないこ
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第四に,VJCは重点市場からの訪日観光客の増加には一定の成果があった

が,非重点市場からの観光客に関しては,一時的な外生的ショックの影響を

膚和する効果は見られたものの,訪日旅行者の増加には結びついていない. 
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 現代軽骨経済研究 第2巷第 3号 訪 El観光客数の決定要因 :グラビティ ･モデルを用いた誘致政策の評価 7
5

訳 :小沢健市監訳 『観光の経済学』学文社,200年.1
 4)1

5)それ以前に日本において採られてきた観光客誘致政策を経済学の立場から

3
6
9
〕 年に制定された旧 ｢観光基本法｣の全部を改正したものである. 
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は産業組織論の観点から,それぞれ理論的な考察を行っている.また.賞際

7
(
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注

1)本論文の投稿に際して,匿名の査読者から数回にわたり詳細かつ有意義な

コメントをいただいたことに.感謝の意を表する.当然ながら,残された誤

讃等については,全面的に筆者の責任である. 

2)｢我が国には,歴史に根ざした文化や伝艶 優れた人材や企業が各地にあり

ます.(中略)観光の振興に政府を挙げて取 り組みます.現在日本からの海外
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T iours 34(1):223
 3.
4
2
-

全体に及ぼす波及効果を推計しているが.VCが旅行者数に及ぼす効果は分

析対象になっていない. 

J

6)それぞれ ,と の質量をもち,相互間の距離が r･ ,


働 く万有引力の大きさをF
 

m
m
 uである 2つの物体の間に

ll0L) とすると,こ

の方程式は･炉 G竿
r

とあらわされる･
 
(
I

7)二国間の貿易において,両国の経済規模や距離から予想される国境内の貿

易量 (ここでは日本人国内旅行者数)と比較して,国境を越えた貿易量 (こ

こでは外国人旅行音数)が少なくなるという効果. 

8)二国間の貿易において,より大きな市場 (例えば伝統的な観光立国)が,

6.
.･,,万有引力定数をG (≒6 3x17


萩行者が年間約1


は約500万人にとどまっています.2
01
0

06
 万人を超えているのに対し,E]本を訪れる外国人旅行者 市場規模に比例するよりも多 くの数の ｢異質財｣を生産し.純輸出国 (観光0

年にこれを倍増させることを目標とし

ます.｣(第1 回国会における小泉内閣稔理大臣施政方針演説.首相官邸ウェ6
5

客の純受入国)になるという効果. 

8
tez
9)先行研究の中では.Vi e(200)がグラビティ･モデルを用いてアメリ

ブサイトより引用.) カ合衆国への施行者数の決定要因を分析している. 
htt ww

3)国土交通省捻合政策局観光部門による ｢ビジット･ジャパンヰ ヤンベーン｣


のウェブサイトによると,同キャンペーンは21
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)旅行者による訪問国の旅行サービスへの輸入需要関数を想定した場合は,01

200) GDP中揮 ･林 の分析のように実質 を用いた方が理論モデルに適って

年に外国人旅行者致1000万 )いるとも考えられるが,ここでは貿易を引き起す引力をもった ｢質量｣(mass

IL
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1
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人を達成することを目指して,訪日外国人旅行者数の多い1


白鳳 判乳 香港,タイ,シンガポール,米国,カナダ,英国, ドイツ,フ って各国間の経済規模の序列が変わってしまう可能性がある.そこで本稿の

ランス.オーストラリア)を重点市場として定め,①旅行会社招請事業,② モデルでは同一通貨 (米 ドル)で表示したGDPの名目データを用い.さらに

ツアー共同広告事業,③メディア招請事業,④広告宣伝事業,⑤情報発信事業, 価格や為替レー トのデータを別個に説明変数として導入した.
 

)htt

)STARAL ANCEのウェブサイト: 

2
の国･地域 (韓臥 としてGDPを用いるため,実質データを用いた場合は基準年の設定如何によ

⑥展示会等事業などの取 り組みを行っている.さらに,2008年には,｢ビジット･ tt tengsagov. . .//:p w′′′ 
ジャパン･アップグレード･プロジェクト｣を立ち上げ,｢訪日旅行の満足度

を高め,訪日リピーターを増加させるための取組｣として,外国人液行者の

潜在需要の顕在化 交通機関の利用環境の改善 ･向上 安全 ･容易な個人旅

wwml.

行を実現する社会システムの構築などを目的とする調査事業にも取 り組んで )C hrouc,4a
いる. 
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r(1997)の第 3章などがある
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には,ZhangandJensen(2007)がある. 

14)国民の50%以上が英語を母国語としている英国,アイルランド,アメリカ,

カナダ,オース 1.ラリア,ニュージーランドの 6ヶ国. 

15)韓国,台湾,香港,中国の 4ヶ国 ･地域. 

16)シンガポール.イスラエル,EU加盟各国,スイス,アメリカ,カナダ,メ

キシコ,ニュージーランド,オース 1.ラリア.香港,韓国,台湾. 

17)構造変化に伴う関数の傾きの変化を考慮した分析としては,全期間のデー

タを用いて.政策変化に対応する交差ダミーをモデルに導入する方法も考え

られるが,モデルが複雑になりすぎて結果の解釈も煩雑になりすぎてしまう

ため,ここでは期間を分割する方法を選択した. 

18)図 1を見ると,2008年後半から訪日族行者数 ･観光客数ともに急激な減少

を見せているが,これは金融危横による景気悪化の影響と見られる.本稿で

はGDP等のマクロ経済変数の入手可能性の制約から分析を2008年第 Ⅰ四半期

までに限定したが,より最近のデータを用いて分析を行えばこのような景気

悪化が旅行者に及ぼす影響も明示的に扱った分析も可能となろう. 

19)この点に関連して,WorldEconomicForum (2008)によると日本の孫行 ･

観光壷争力指数 ( eTae ors o eiieessIdxTh rvl良T uimCmpttvn ne)は,調査

対象となっている130ヶ国 ･地域中.第23位となっており,｢多くの世界遺産

のような観光地や国際的祭典 ･博覧会などによる文化資源で高い成溝 1位)(4

を挙げている.陸上輸送インフラ.特に鉄道は世界最高に数えられ,教育訓

練の面でも先導者でありつづけるが,旅行 ･観光-の親和性 (訳注 :端行客 .

観光客-の開放度のこと)では,最下位から3番目 (128位)である.この分

野の政府における優先度も低い (87位)｣ (邦訳は引用者による)と評価され

ている. 

(なかざわ ･えいいち/明海大学経済学部准教授)


